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地域の活性化に寄与していく人材になることを
期待している。
　もう一つは、「地域学習支援士」を本学部の
専売特許にすることなく、学部による「資格認
定」を契機として、そうした人材の必要性を社
会に発信していき、「地域学習支援士」を公的
認定にするなどの養成の仕組みを整えていくこ
とも緊急の課題である。	 （金山	喜昭）
Ⅰ　地域学習支援士養成プログラムの　　
　　　　　　　　　　　実施と履修状況
Ⅰ–1．『学部案内』とオリエンテーション
	 　　　　　　　　　		における位置づけ
　2012年度から地域学習支援士学部認定制度
を開始し、新入生と２年生対象にオリエンテー
ションを実施した。必修共通科目の「地域学習
支援Ⅰ・Ⅱ」は、旧カリキュラムの読み換えで
新設したため、３、４年生は旧カリキュラムで
履修受け入れの移行措置をとった。
　『キャリアデザイン学部案内』（2013）では、
「キャリア支援の専門家を目指す」という学部
の特色の一環に位置づけ、「地域づくり学習、
ユースワーク、地域文化創造、コミュニティ・
メディアなどの分野における学習支援のマネジ
メントやコーディネーターの専門性を習得しま
す。所定の科目を修了することにより、学部か
ら『地域学習支援士』資格取得の認定証が交付
され、履歴書等に明記することができます」と
説明し、さまざまな職業分野・職種での専門性、
就業力に結びつけていくという資格取得の趣旨
をのべている。
Ⅰ–2．「地域学習支援Ⅰ・Ⅱ」の授業の
	 　　　　　　　　　		ねらいと実施状況
　「地域学習支援Ⅰ」は、体験型選択必修科目
として「地域学習支援Ⅱ」とあわせて履修する。
「Ⅰはグローバル化、少子・高齢社会化のもとで、
住民が自主的な問題解決能力を高め、地域づく
りに参加するうえで求められる学習支援のあり
方、コーディネーター、ネットワークの形成に
ついて学び、事例研究を通じて実習の準備をお
こなうことをねらいとする」（シラバス参照）。
「地域学習支援Ⅰ・Ⅱ」は、選択必修体験型科
目の一環として地域学習支援士の資格取得をし
ない学生も履修できる科目となっている。2012
年度開始にあたって教員、社会教育関連資格と
あわせて受講する学生も多く、Ⅰは47名、Ⅱ
は19名の履修があった。学生の関心、参加意
欲は高く、グループ討論やⅡの実習選択も積極
的であった。
　「地域学習支援Ⅰ・Ⅱ」は体験型で前期２単位、
後期２単位をセットで履修する。Ⅰでは、地域
学習支援の活動が求められている地域社会の実
態に目をむけ、どのような専門性、コーディネー
ターの力量が求められているかについて、学生
がみずから調べ、ディスカッションをしながら
考えるという参加型授業を追求している。また
Ⅱの実習では①地域づくり学習、②ユースワー
ク、③多文化共生理解、④地域文化創造、⑤コ
ミュニティ・メディアの分野にそって複数の実
習が計画されるため、Ⅰでは各専門分野の内容
について総合的に学びながら、自分が関心をも
つ専門分野について知見を深め、Ⅱの実習の専
門分野選択の準備をおこなうことができるよう
に留意した。
　Ⅰの段階から実習指導担当の８人の教員の
協力で学習教材を準備し、実習の説明会を開い
て学生に実習選択の心構えを促すなどの工夫
と協力をおこなった。このような協力態勢はこ
の授業の特色となっている。また前期に専門
分野ごとのグループで事例研究をおこない、発
表用プレゼン資料をｅポートフォリオにアッ
プしてすべての関係教員があらかじめ閲覧で
きる態勢を整えた。ｅポートフォリオは単位積
み上げと自分の専門分野への関心の深まり、発
展、実習成果の発表など随所で生かされてい
る。選択分野の偏り、プレゼン資料作成の不十
分さなどの課題は残ったが、初年度としては十
分に評価できる。	 （佐藤	一子）
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Ⅱ　実習指導の成果と課題
　実習計画は在外研究中の教員を除き、７人の
教員が計画をたて、学生に選択させる方式で、
下記の５カ所で行った。①地域づくり学習（亘
理町・仙台・石巻で被災地の課題を考える）②
若者自立支援（文化学習協同ネットワークでの
生活困難家庭の子どもたちの学習支援）③地域
文化振興（野田郷土博物館の寺子屋教室スタッ
フ）、④多文化共生理解（川崎ふれあい館の活
動スタッフ）、⑤コミュニティ・メディア（福
島県南相馬での原発被災者の取材活動）。④は
受け入れ先との調整ができず、結果的に初年度
は実施することができなかったが、2013年度
にむけて協力関係は継続している。期末にはす
べての実習グループの学生と教員が一堂に集ま
り、報告会をおこなった。実習の成果を共有す
るとともに、教員が講評をおこない、課題提起
をした。以下実習の内容、成果と課題について
まとめる。
Ⅱ–1．地域づくり学習
	（亘理町・仙台・石巻の大震災被災地）
　この実習は、東日本大震災の被災者支援を
おこなっているNPO法人いちごっこ（亘理町）
と宮城県青年団連絡協議会に受け入れをお願い
し、２泊３日で被災地の現状の視察と職員や住
民の体験の聞き取り、スタッフの同伴活動をお
こない、当事者から直接大震災の体験をお聞き
し、その後の復興や支援活動の課題を考えるこ
とを目的とした。また仙台中心部の市立生涯学
習センターを訪問し、避難所運営の経験につい
て職員からお話しを伺った。災害、環境破壊、
被災者支援の問題へのとりくみは全国各地に広
がっており、自治体職員やNPOスタッフ、あ
るいは地元の事業体職員にとって、被災地の実
態を知ることは現代の地域づくり学習として必
須の課題である。さまざまなテーマで学ぶ貴重
な機会であった。
　第一に、被災の規模の大きさ、破壊の様相、
津波情報が届かず避難の判断もまちまちであっ
たことなど、きわめて困難で悲惨な事態を生々
しく現場で考えさせられ、災害の深刻さ、遅々
として進まない復興の困難さについて追体験す
ることとなった。第二に、仮設住宅で根気よく
傾聴活動をおこなっているNPOスタッフに同
伴して、つらい体験を聞くこと、励ますこと、
寄り添うことの重要性を体験した。第三に自治
体、公共施設、地域団体の意思疎通が十分では
なく、「協働」を積み重ねることの難しさを理
解した。全員が初めての被災地訪問であり、強
い衝撃を受け、事後学習も熱心であった。課題
としては、遠隔地であるため持続的な関係をつ
くり、体験的な支援活動を継続することが難し
く、日常的な参加、ボランティア活動などにど
う結びつけていくかが問われた。	（佐藤	一子）
Ⅱ–2．青年自立支援
（文化学習協同ネットワーク）
　この実習では短期集中型の実習ではなく、学
生が継続的に現場に出かける日常型の実習を計
画した。実習をイベントにしてしまうことな
く、学生が継続的に地域学習支援の現場を体験
することを通じてさまざまな気づきと学びにつ
なげることをねらいとした。NPO法人文化学
習協同ネットワークに受け入れをお願いし、同
NPOが東京都練馬区および神奈川県相模原市
からの委託事業として実施している生活困窮家
庭（生活保護世帯）の中学生勉強会に、夏休み
期間中、学習ボランティアとして学生が参加し
た。
　学生は中学生勉強会の側の実施スケジュール
と自らの予定を調整し、継続的に学習ボラン
ティアに従事した。相模原市の事業では夏季期
間中に「合宿」も組まれていたため、そこでは
日常の学習ボランティアとは異なる経験もして
いる。最低何日以上は参加することを求めると
いった基準はあえて設定せずにのぞんだが、学
生は予想以上に積極的に参加した。実習終了後
も自主的に学習ボランティアとしての活動を続
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けている者もいる。これは、ある意味で日常型
の実習の醍醐味でもある。
　実習で学生が学んだのは、生活困窮家庭とそ
の子どもたちの「生活現実」そのものであり、
彼らと関係を結ぶことの難しさ、と同時に、信
頼関係を築きえた時の充実感や達成感である。
区・市の職員やNPOのスタッフから学ぶこと
も多かったが、困難を抱える子どもに対する地
域や周囲の大人の心ない視線や言動をも目撃し
ている。なかには自らの日常生活や経験世界と
はあまりにもかけ離れた「現実」を垣間見て絶
句し、何もできない自分に呻吟し、立ちすくん
だ学生もいると思われるが、それが彼らの今後
の学びと成長につながっていくことを願いた
い。	 （児美川	孝一郎）
Ⅱ–3．地域文化創造（野田文化広場
　　　　　　寺子屋講座、および自主開拓実習）
　この実習では、千葉県野田市にある野田市郷
土博物館・市民会館の指定管理者である「NPO
法人野田文化広場」に受け入れをお願いした。
同法人は「文化によるまちづくり」を標榜し、
野田市が有するさまざまな文化資源や人的資源
を活用して市民のキャリアデザインを支援する
活動を行っている。主事業のひとつとして、平
成17年のNPO設立以来、「寺子屋講座」を開
催してきた。これは「まちの仕事人講話」と「芸
道文化講座」のふたつから成り、それぞれ月に
一回程度実施される。主に市民から講師を募り、
おのおのの仕事経験や、芸道、文化活動につい
て語っていただく。一方的な講話に終始せず、
ワークショップなども交えて講師と参加者がと
もに学び合うかたちを取っている点に特徴があ
る。
　学生は、寺子屋講座の当日の事前打ち合わせ、
会場の設営、来訪者の受付・誘導、ワークショッ
プの補佐、事後の振り返り等にいたるまで、一
連のプロセスをすべて経験する。講座それ自体
の企画や運営はNPOのスタッフが担当してお
り、学生は地域の文化資源を活用した学びの場
をいかにして作り上げていくかを学び取るとと
もに、年齢、性別、バックグラウンド等さまざ
まな一般の参加者とのコミュニケーションを通
して、人々が抱いているニーズや期待を具体的
に汲み取ることができた。会場である市民会館
も、かつての野田醤油商人の邸宅を公共施設と
して寄贈した文化財的建造物で、文化創造の拠
点づくりという点でも非常に示唆に富むもので
あった。
　なお移行措置で旧カリキュラム履修生も受け
入れており、３年生が１名、自主開拓の実習で
中学生軟式少年野球チーム「足立常東クラブ」
の地域における活動や、選手の国際交流を通し
た親善活動の支援などを行った。期間中、担当
教員と面談して地域学習支援の意義や目的を確
認しながら実習を進め、学期末の実習報告会で
成果を発表した。	 （荒川	裕子）
Ⅱ–4．コミュニティ・メデイア
　コミュニティ・メディアでは、第一に、被災
地を実習のフィールドとすること、第二に、実
習を通じて取材映像作品を作ること、そして第
三に、コミュニティ・メディアを学ぶ他大学の
学生と交流することを目的として実習をおこ
なった。2012年度は南相馬市と亘理町をフィー
ルドとし、武蔵大学社会学部メディア社会学科
の松本恭幸ゼミおよび被災地でコミュニティ・
メディア支援活動を行っているNPO「今、私
たちにできること」と協力しながら進めること
とした。
　被災地では地域の多様な情報共有が求められ
ており、地域主導のメディアも重要である。そ
こでは放送法第８条に規定される臨時災害放送
局が活躍する。今日、災害放送局は地震及び津
波災害から２年を経過し、復興段階に入るとと
もに、その存在意義を問われつつある。コミュ
ニティ放送局への衣替えをめざす動きがある一
方で、災害放送局としての役割はまだ終わって
いないという議論もある。一方で、地域復興を
めざして、住民自らが新聞や雑誌等のメディア
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を作り出し、地域住民の紐帯として活用しよう
とする動きもある。
　実習ではこのような被災地における災害放送
局や地域メディアの現状を調査し、さらに、番
組制作を行うことをめざした。南相馬市による
災害FM局「ひばりエフエム」と協力し、仮設
住宅の住民との座談会のインターネット中継や
インタビュー番組へ参加し、コミュニティ・メ
ディアの現場を体験することができた。また、
学生自らも南相馬の小学校や亘理町の仮設住宅
を訪問し、映像による取材活動を行った。これ
らの取材内容は実習終了後、編集を行い、計
20分程度の映像作品に仕上げて、期末の実習
報告会で映写した。
　このように本実習では、被災地におけるコ
ミュニティ・メディアの現状を学ぶとともに、
取材活動を通じて番組制作の基本的スキルを身
につけることをめざしている。今日、マスコミ
の報道から次第に取り残されつつある被災地の
現状を考えると、この実習を被災地で行うこと
には大きな意味があるといえよう。	（坂本	旬）
Ⅲ　ｅポートフォリオ導入の成果と課題
Ⅲ–1．前年度をふまえて
　ｅポートフォリオを導入する目的のひとつ
は、系統だった学びの積み重ねをし、学生が学
習を振り返りのためのツールとして活用できる
ようになることである。前年度の試験的運用で
は新しいシステムということもあり学生に戸惑
いが見られた。そこで本年度はよりきめ細かな
サポートを行い、学生がｅポートフォリオに学
習履歴を蓄積し、使う意義を理解できるように
運用を行った。
Ⅲ–2．「地域学習支援Ⅰ」における
　　　ｅポートフォリオの導入とアンケート評価
（1）目的
　選択必修科目である「地域学習支援Ⅰ」を、
ｅポートフォリオ利用の導入授業と位置づけ、
学生がｅポートフォリオを利用する意味を理解
し、さまざまな場面でｅポートフォリオを活用
できるように授業内で実際に使う状況を設定し
た。
（2）ガイダンス授業の実施
　前年度の反省を踏まえ、今年度はｅポート
フォリオ利用の導入時に学生へのアカウントの
発行と基本的な使い方を説明するガイダンス授
業を第２回目（４月22日）に実施した。ここでは、
①受講生にｅポートフォリオにログインするた
めのIDとパスワードの発行、②情報メディア
教育研究センターの宮崎誠先生から、ｅポート
フォリオを活用する意義とシステムについての
講義、③ｅポートフォリオを活用するうえで最
低限習得しておくべき（ⅰ）ｅポートフォリオ
へ写真の掲載方法、（ⅱ）学習記録をつける日
誌の共有方法、（ⅲ）フォーラム（掲示板）へ
投稿方法についての説明と実習、の３点を主な
内容とした。
　ガイダンス授業はPCを使った実習をするた
め、キャリア情報ルームで行った。事前にノー
トPCを予約し、一人一台の実習環境を準備し
た。キャリア情報ルームにはWi-Fi環境がない
ため、情報センターに依頼し一時的なWi-Fiア
クセスポイントを設置し、すべてのノートPC
がネットにつながるようにした。さらに、学生
の作業手順をまとめた図入りのマニュアルを作
成し、これを見ながら実習を進めた。事前に受
講生のアカウントを発行しておくことが望まし
いが把握が困難であったため、授業内でアカウ
ントの発行と配布を行った。ガイダンス授業当
日は、ノートPCの不調やネットワーク・トラ
ブルなどが起こったため、授業時間内に実習を
終えることができなかった学生や、授業内の説
明だけでは使い方を十分に理解できなかった学
生がいた。そこでその後３日間を個別サポート
の日と定め、BT12Fにあるフィールドワーク
準備室で学生への対応を行った。
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（3）授業における活用内容
　授業におけるｅポートフォリオの活用とし
て、グループ発表におけるプレゼンテーション
資料の共有、グループでの話し合いの内容を
フォーラムに投稿、教員からの連絡事項の掲示、
などの活用を行った。「地域学習支援Ⅰ」での
学生のｅポートフォリオ利用状況は、日誌を設
置し１回以上「受講記録」の記事を書いた学生
が26名、フォーラムに授業の感想や自己紹介
等の投稿を行った学生が22名、プロフィール
写真を掲載していた学生が31名であった。ま
たグループ発表に関しては、５つのグループす
べてがｅポートフォリオにプレゼンテーション
資料をアップロードし、他のグループと情報を
共有できるようにしていた。
　「地域学習支援Ⅰ」を履修した学生は、さま
ざまな形で学習の記録をｅポートフォリオに残
すことができ、振り返りのために学習履歴をｅ
ポートフォリオに残すという目的を達成するこ
とができた。
（4）アンケート調査結果と考察
　講義の最終日にｅポートフォリオについて、
受講生アンケート調査を実施した。回答した学
生は24名（２年生17名、３年生４名、４年生３名）
であった。
　「ｅポートフォリオを作ることは、大学生活
のキャリア形成に役立つと思いますか」の設問
では、「はい」が16名、「いいえ」が７名、無
回答が１名であり、７割近い学生が「はい」と
回答していた。また、回答の内訳では「いいえ」
と回答したのは２年生と３年生であり、４年生
は全員「はい」と回答していた。就職活動を体
験した４年生にとっては、ｅポートフォリオの
ような学習履歴を蓄積し振り返ることができる
システムが、就職活動をする際に有効であると
考えているためだと思われる。
　「ｅポートフォリオを他の授業でも使ってほ
しいと思いますか」の設問では、「はい」が11名、
「いいえ」が12名、無回答が１名という結果で
あった。自由記述欄では、「はい」と回答した
学生は、「今まで他の人のレポートを見たり共
有することはできなかったので良いシステムだ
と思う。互いの良い刺激にもなりそう」「自分
が就職のエントリーシートなどを作る際に、振
り返ることができるから」など、情報を共有し
たり、蓄積したりできる利点を述べていた。一
方、「いいえ」と回答した学生は「使い勝手が
悪い」「わざわざｅポートフォリオにアクセス
するのは面倒」「フェイスブックに比べ使いに
くい」等のシステムに関する不満を理由として
回答していた。
　半期授業での利用ではあったが、ｅポート
フォリオに記録を残していくことの重要性を理
解している学生がおよそ７割にいる一方で、他
の授業でも使いたいかという問いについては
半々という結果となった。学生は学習の履歴を
残すことのメリットを感じつつも、システムの
使いにくさに不満を感じていると考えられる。
システムの改善やさらなる利用サポートが必要
であろう。また「授業中に板書を写したり、メ
モを取ったりしますか。（複数回答可）」の設問
には、「ノートに書く」が２名、「配布されたプ
リントに書く」が20名、「PCや情報機器に記
録する」が３名、「特になにもしない」が３名
という結果であった。多くの学生は、配布され
たプリントをノート代わりに使っていることが
示されたが、各授業で配布されるプリント類を
どのようにｅポートフォリオと連動させるか
は、将来的に検討すべき課題である。
Ⅲ–3．「地域学習支援Ⅱ」における活用
〜グループ間で実習成果を共有する〜
　実習を行う後期の「地域学習支援Ⅱ」では、
グループ発表の際にグループのプレゼンテー
ション資料や各自のレポートをｅポートフォリ
オにアップし、他のグループがどのような活動
を行い、成果を上げたのかを共有できるように
した。システムの利用に関して大きなトラブル
がなかった理由として、「地域学習支援Ⅰ」で
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のガイダンス授業や授業内での活用が奏功した
と考えられる。学生が参加できる体験型実習は
原則として１分野に限られるが、報告会やｅ
ポートフォリオにアップロードされたプレゼン
資料や各学生の実習レポートを読むことによっ
て、自分が参加しなかった分野についての理解
を深めたり、自分が行った実習と他のグループ
の実習内容とを比べて相対化したりするための
ツールとして活用することができた。
Ⅲ–4．ｅポートフォリオ活用に関するまとめ
　「地域学習支援Ⅰ・Ⅱ」の授業を通して、学
生たちは学習履歴をｅポートフォリオに残すこ
とができ、また学習内容を他の学生と共有する
ことができた。この取り組みを通して、学生た
ちはｅポートフォリオに学習履歴を蓄積する価
値を理解できたといえる。
　今年度のガイダンス授業では、アカウントの
発行に時間がかかったが、次年度はあらかじめ
受講生を把握し、事前にアカウントを作成して
おく対応を行いたい。また、今年度のプレゼン
テーション資料などを、次年度の学生が閲覧で
きるようにすることで実習のイメージを具体的
に持つことができ、問題意識を持って実習に参
加できるようにしたい。初年度としては情報の
共有や蓄積に一定の成果を残すことができたと
考えられる。ｅポートフォリオの運用について
今年度の課題を解決し、継続して運用していく
予定である。	 （菅原	慎吾）
Ⅳ　地域学習支援の専門性活用に関する　
　　　　　　　　　　　現状の視察報告
　昨年度は大学が独自に認定する資格を創設
し、社会人をふくむ講習を実施している３つの
大学を訪問し、その視察結果を報告書にまとめ
た。今年度は、キャリアデザイン学部の地域学
習支援士という資格・専門性が地方自治体や
NPO活動、さらには地域経済・文化の現場で
どのように活用しうるのか、そのニーズや専門
性の内容について検討するため、グループで地
域調査をおこなった。以下にその概要と専門性
養成にむけた課題を考察する。
Ⅳ–1．新潟市西蒲区（旧巻町など）
　2012年7月29日・30日の２日間にわたり、
新潟市西蒲区の地域活動と文化施設を視察し、
新潟市文化政策課長長井亮一氏、同課狩谷正徳
氏、コミュニティ支援課土田真清氏、西蒲区地
域振興課山田正氏、同区産業振興課、同区西川
出張所の職員からヒアリング調査を行った。
（1）市民による「鯛車」の復活運動
　鯛車復活プロジェクトの代表で市役所のコ
ミュニティ支援課職員の土田氏から、プロジェ
クトの成り立ちの経緯や活動についての説明を
受ける。このプロジェクトは、かつて地元のお
盆の夜に子どもたちが鯛車を引いてお寺まで歩
く様子が風物誌であった情景を再興することを
めざしてスタートした。主な活動は、子どもた
ちへの鯛車の制作指導、鯛車をブランド化して
旧巻町中心市街地の活性化をはかること、まち
なかガイド活動などである。土田氏は地域では
市職員という立場を離れて、地域コーディネー
ターの役割を果たしており、区役所と市民活動
の中間に位置して双方向性の活動で鯛車プロ
ジェクトを発展させている。区役所としても、
交流人口の拡大や商工業を活性化させる政策の
もとに支援事業を行なう。まさに官民の協働事
業になっている。将来的には、地域学習支援士
プログラム上の実習受け入れの可能性もあると
の回答を得ている。
（2）新潟市の文化行政と地域支援の取り組み
　新潟市は2007年に政令指定都市となり、「分
権型政令都市」をめざしている。これは、本庁
が区役所をコントロールするこれまでの手法と
異なり、区役所（市内８区）にそれぞれ自主性
をもたせて、区役所に直接予算を配分すること
で区役所に地域に密着した行政ができるように
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裁量を委ねることである。合併した旧町村の文
化施設の運営についても、その考え方を踏襲す
るものとなっているが、現実には旧町村時代の
施設や運営状態がそのまま維持されていた。そ
こで、2011年度に市の基本方針や、「文化創造
都市ビジョン」に沿うようにするために、西蒲
区をモデル地区として、区内文化施設（５施設）
を再生するための「西蒲区の文化施設のあり方
検討会」を設置して、区役所職員・地元の住民
の合同によるワークショップ（４回）を実施し
て意見や改善策をとりまとめた。本年４月から
は、その改善策を実施している。具体的には各
施設に事業費を確保する、市民による事業の企
画や運営、施設の修繕、施設間の連携、資料の
活用と整理について予算措置をして着手する一
方、市民学芸員制度、市民文化遺産制度、地域
文化施設コーディネーターの育成などが中長期
的な課題となっている。
　さらに、区内の文化施設（巻郷土資料館、潟
東樋口記念美術館・歴史民俗資料館、澤将監の
館、中之口先人館）を視察して、各館を運営す
る市民から説明を受ける。
（3）現地調査の成果
①鯛車プロジェクトにより巻地域が活性化して
いる実情から、その仕組みを理解することが
できる。まずは若者が復活のきっかけをつく
り、それに共感する者との出会いがある。地
域を再生したいという強い志をもち、まずは
鯛車の復活をめざす。作り手を育成するため
に小学生対象の夏休み講座や、コミュニティ
会館で連続講座を行い、世代を超えて鯛車の
作り手を拡大した。その学習支援事業から
様々な活動に派生していく。商店街のネーミ
ングを「鯛車商店街」にすることや、鯛車サ
ブレなどの商品開発をして販売する菓子店の
ように、いくつもの関連商品が生まれる。区
役所の文書倉庫を市の補助金で改修して、鯛
車プロジェクトの拠点とする。そのほかにも
活動は多彩である。マップづくり、元造り醤
油屋の再生、ガイド事業などもある。こうし
て、鯛車をブランドにすることで様々な関連
事業が展開し、それに携わる人たちがそれぞ
れの立場や役目を担うことで、人々が生きが
いをもち地域が活性化する様子を理解するこ
とができた。
②自治体の合併では文化施設などの公共施設を
整理統合する事例が多いが、新潟市の取り組
みはそれとは異なり、むしろ市民を文化施設
運営の主体者に位置付けて再生をはかる。こ
れまで施設管理費だけであった予算に事業費
を付けて、市民の裁量で事業実施を可能にし、
旧町村の人たちの交流を促進するために施設
間の連携事業をはかった。また老朽化した施
設を修繕して利用者サービスにも配慮してい
る。
③市は各文化施設を運営する「市民の会」を発
足させ、各施設間の事業についての情報交換
や連携事業をする機能をもたせている。これ
は、元市役所職員（定年退職者）が事務局長
となり、西蒲区の5施設の代表者によりメン
バーが構成される。本会は、西蒲区の全域に
おける共同事業として、市民文化遺産の登録
や、地域文化コーディネ―ターの育成をはか
ることも計画している。	 （金山	喜昭）
Ⅳ–2．飯田市役所
　2013年11月2日、飯田市を訪問し、農政課
課長清水美沙子氏、産業経済部広域観光係長岡
本佳宏氏、地球温暖化対策課長竹前雅夫氏、飯
田市公民館副館長木下巨一氏からヒアリングを
おこなった。
（1）「地域力」を育む
　飯田市役所は南信州伊那谷の中核都市で人口
約10万人、農業・林業、精密機械工業、観光
業などを中心する旧城下町であるが、周辺地域
は過疎・高齢化が進んでいる。市の第５次基本
構想・基本計画（2007–2016）では「文化経済
自立都市」を目標にかかげ、教育振興基本計画
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（2010–2016）では「地域力による心豊かな人づ
くり」をうたっている。具体的には「飯田市地
域力向上連携システム推進計画」（2007–2016）
において、「地域力」とは「飯田の資源を活か
し飯田の価値と独自性に自信と誇りを持つ人を
育む力」であり、「一旦は外に出ても帰って来
たいと考える人材サイクルを構築する」ため、
「ふるさと学習」「体験活動」「キャリア教育」「研
究機関ネットワーク」などに重点的にとりくむ
方針を打ち出している。将来地域の担い手とし
てUターンすることを可能にし、また交流人口
を拡大する地域づくり施策を模索している。小
学校から高校の各段階の学校と地域の連携が進
められている。
（2）ワーキングホリデー事業
　農政課の事業として2008年に開始された。
都市住民で就農したいという関心をもつ人、レ
クレーションで農業体験をしたい人などを受け
入れ、農家に宿泊して食事を提供しながら農作
業の手伝いをおこなう。３泊４日で主に果樹農
家の作業を手伝う。１シーズン100人ほどが訪
れており、東京の就農支援ブースに飯田市とし
て窓口を設けている。４割がリピーターで20
代の女性から定年退職でUターンを希望する夫
婦など、多様な年齢層が参加する。新規就農者
むけには２年間の研修制度も併用されており、
30代、40代で就農する実績もつくられている。
市役所と農家の連携、フレンドリーな関係づく
りなど「人づくり」につながる事業となってい
る。ふれあい農園（太田いく子氏）を訪問し、
あたたかい関係づくりの様子についてお話しを
聞くことができた。
（3）体験教育旅行（南信州観光公社事業）
　観光課の事業として1996年に開始され、
2003年に南信州観光公社を第三セクターとし
て設立して本格化した。現在年間約100校、中
学校を中心に１万５千人を農家滞在をふくむ教
育的体験プログラムで受け入れている。農家や
市民と行政が共につくりあげてきたプログラム
は161に達し、それぞれの地区で独自の地域資
源の活用がおこなわれている。各地区ごとに研
修会を実施し、新規受け入れ農家を広げ、「市
民自身がインストラクター」として子どもたち
とのよい関係を育むノウハウを磨いている。
（4）自然エネルギー開発とコミュニティ・
ビジネスの促進
　飯田市は「おひさま進歩エネルギー」㈱の市
民出資型太陽光発電で知られる。環境モデル都
市をめざす飯田市が公共施設を提供、買い取り
契約をおこなうなど、施策の工夫によって地元
に雇用を生むコミュニティ・ビジネスを促して
いる。木質バイオマス、小水力発電にも広げら
れ、官民協働プラットフォームの形成がめざさ
れている。
　いずれの施策も自治体・第三セクター・自治
会・個々の農家や市民の連携を促して、地域づ
くりから交流人口拡大につなげる意欲的なとり
くみである。地域資源の活用と住民や子どもた
ちと連携する職員・コーディネーターの活発な
役割が示唆的であった。	 （佐藤	一子）
Ⅳ–3．飯田市のキャリア教育推進と
飯田長姫高校のキャリア教育
　2013年11月２日、長野県飯田長姫高等学校
と飯田市役所を訪問し、長姫高校教諭有賀浩氏、
浅井勝巳氏および飯田市教育委員会生涯学習・
スポーツ課長松下徹氏からヒアリングを行っ
た。そこから見えてきたのはこの地域の小・中・
高校におけるキャリア教育推進への姿勢であ
る。通常、義務制の小・中学校は市町村教育委
員会の管轄であり、高校は都道府県教育委員会
の管轄であるため、両者の間の連携や市町村と
高校との連携の必要性が指摘されながらも、実
際にはなかなか難しい現実がある。しかし飯田
市においては、その「壁」を乗り越えようとす
る試みがすでに一部で開始されている点が特筆
される。
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（1）「ふるさと学習」「地育力」を軸にした
小・中一貫のキャリア教育
　小・中学校においては飯田市教育委員会の取
り組みだけではなく、飯田市キャリア教育小中
連携協議会が組織され、小・中の９年間を見通
した系統的なキャリア教育の指導計画が立案さ
れている。そこで育てようとする力は、「人と
つながる力（結いの力）」「自分を見つめ夢や目
標を描く力」「課題をもって最後までやりぬく
力」「職業や仕事について興味や関心を持つ力」
「ふるさとのよさに気づき自らかかわる力（ふ
るさと生活能力）」である。そうした力量形成
のための中核的な学びの場として、さまざまな
行事や体験活動から成り立つ「かざこし学習（ふ
るさと学習）」が位置づけられている。この「か
ざこし学習」と各教科や道徳、特別活動との連
携を意識したキャリア教育の年間指導計画がモ
デル校となった飯田市立丸山小学校、飯田西中
学校においてすでに作成されている。地域レベ
ルでの小中連携型のキャリア教育の事例として
も注目される。
（2）長姫高校におけるキャリア教育
　飯田長姫高校は、視察の時点では商業科・建
築科・土木科を有する高校であり、県立高校で
ありながら、飯田市とも連携したキャリア教育
を実践するユニークな高校であった。2013年
４月には長野県飯田工業高校と合併し、県下で
初めての総合技術高校として長野県飯田OID
Ｅ長姫高等学校に再編されている。（以下は視
察時点での聞き取りよる。）
　長姫高校のキャリア教育の理念は、端的に「地
域人教育」と表現される。商業科では、１年次
の「ビジネス基礎」（３単位）、２年次の「商品
と流通」（２単位）、３年次の「課題研究」（２
単位）をそのためのコア科目として位置づけ、
これらの科目の修得をもって「地域づくりコー
ディネーター」として認定している。しかもこ
れらの科目においては、一定の時間数の授業が
地元の松本大学および飯田市役所との連携に基
づいて行われており、生徒たちに地域を見る眼
を養い、実際に地域に出かけて活動する学習の
機会をつくっている。
　こうした「地域人教育」の集大成である３年
次の「課題研究」では、生徒たちはグループご
とに地域課題に取り組む。商店街の活性化への
提案、配食サービスを通じた地域との触れ合い、
地場産の伝統野菜の調理法の提案など、豊かな
学びと体験が展開されている。
（3）地域づくり協働型キャリア教育のモデル事例
　キャリア教育と言えば、子どもたちの夢追求
や自己実現を重視する取り組みが多いが、地に
足のついた実践にならない事例も少なくない。
そうした中で飯田市の取り組みは、「地域」を
土台に置き、しかも小・中学校だけではなく高
校との連携も視野に入れた、いわば地域づくり
協働型キャリア教育の貴重なモデルであると評
価できるだろう。	 （児美川	孝一郎）
Ⅳ–4．泰阜村NPO法人グリーンウッド
　2012年11月３日に南信州泰阜村にあるNPO
法人グリーンウッドの滞在型体験活動について
視察した。山村留学している子どもたちや施設
の様子を見学したうえで、代表の辻英之氏と事
務局長の齋藤新氏からヒアリング調査を行った。
（1）地域の特徴
　泰阜村は長野県下伊那郡の南部に位置する村
であり、飯田市から車で約１時間南信州の山間
に入ったところにある。人口は1800人程度の
村であり、過疎・高齢化が進んでいる地域でも
ある。泰阜村について、NPO法人グリーンウッ
ド代表の辻英之氏は、自身の書籍タイトルで『奇
跡のむらの物語―1000人の子どもが限界集落
を救う！』（農山漁村文化協会、2011年）と示
した。泰阜村は、経済的・社会的な共同生活の
維持が難しくなり、社会単位としての存続が危
ぶまれているともいえる地域でもある。
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（2）自然体験キャンプと山村留学事業
　NPO法人グリーンウッドは泰阜村で20年間
活動し、現在事業高１億円、18人のスタッフ
をかかえている。夏を中心に全国の小学生・中
学生の子どもたちを集めて、自然体験キャンプ
を展開している。子どもたち自身が食事の準備、
火おこし、片づけ、寝床作り、そうじなどを一
緒に暮らす仲間と話し合いながらおこなってい
る。このキャンプには学生がボランティアとし
て参加している。ボランティアには、子どもた
ちが自然体験で仲間とともに暮らす中で本来の
はつらつとした笑顔を見せることができるよう
なかかわりが求められている。参加する青少年
は1000人を超える。
　また、小中学生が山村留学として通年で滞在
する施設（名称「だいだらぼっち」）を有して
いる。「だいだらぼっち」では、20名の小中学
生が山村留学として通年で滞在していた。通年
であるため１年近く家族のもとを離れることに
なり、学校にも「だいだらぼっち」から通って
いる。子どもたちは施設内で何を行っていくの
かを徹底的に話し合いによって決めていく。共
同生活を通じて、主体性や協調性が育まれてい
るようであった。
　なお、NPO法人が地元に定着するまでの過
程も印象的であった。地元出身ではない有志ス
タッフが泰阜村に入り事業を展開する過程で、
地元の住人の理解と信頼を得るまでに一定の時
間を要したようであった。自治会や消防組織、
村の共同事業などにも積極的に参加し、村の一
員としての役割を果たしていくことも相互信頼
をえるうえで重要であった。
　過疎・高齢化が進んでいる地域は他にもある。
NPO法人グリーンウッドの取り組みのように、
その土地の資産である自然を活用した事業を展
開することは参考になることはたくさんあった
が、ただ事業を展開すればよいのではなく、地
元の住人の信頼を得るまでにどうするのかとい
う点は非常に示唆的であった。
（3）地域学習支援士の実習の受け入れ
　上記の視察後に、打ち合わせ等を経て、2013
年度より本学部の学生の実習参加が実現した。
夏季休業期間を利用し、三泊四日程度の泊まり
込み形式で、キャンプに参加する子どもたちの
サポートをする実習である。	 （田澤	実）
Ⅳ–5．小布施町における取り組み
　2013年１月30日、長野県上高井郡小布施町
において、小布施町役場・まちづくり研究所（勝
亦達夫氏）、まちとしょテラソ（花井裕一郎前
館長）、小布施町役場地域創造部門産業振興グ
ループ（深川悠氏）、ア・ラ・小布施（関悦子
企画室長）等からヒアリングを実施させていた
だいた。
　小布施町は1980年代より始まった街並み修
景事業によって、古くから伝わる文化資源を損
なうことなく歴史的地区を美しく整備し、江戸
時代に当地に数年間滞在した葛飾北斎に注目し
て研究・展示の拠点「北斎館」を創設するなど
の取り組みによって、今日では「栗と北斎と花
のまち」として北信濃地域でも有数の観光地と
なっている。そうしたハード面だけでなく、ソ
フト面においても絶えず新たな工夫を続け、た
とえば2000年からは「小布施オープンガーデ
ン」と称して個人宅の庭を一般に開放し、訪れ
る人々との交流の場を提供しており、その数は
現在130軒余にのぼっている。このように官と
民が協力し、柔軟な発想のもとでさまざまな取
り組みを展開している点は、とりわけ観光振興
を視野に入れたまちづくりの可能性を探るうえ
で示唆に富む。今回の調査では、あえて地域住
民に焦点を絞り、地域におけるひとづくりのプ
ロセスや支援体制のありよう、今後のビジョン
などについてお話をうかがった。
（1）小布施町役場・まちづくり研究所
　東京理科大学の附置研究所として町役場内に
設けられ、以来、常駐の研究員を置いて、町並
みや道路交通整備等に関する専門的な調査を行
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うとともに、地域の小中学生を対象として、町
の歴史や伝統に関わるワークショップを定期的
に開催している。また近年、首都圏から招聘し
た数百人規模の学生会議を実現した。学術的な
研究と、次世代を担う人材育成の双方に目配り
した、極めてバランスの取れた活動として注目
される。
（2）まちとしょテラソ
　小規模な町立の図書館ながら、2009年の開
館以来、多数の受賞歴をもつ独創的な建築で知
られる。それ以上に特徴的なのは、図書館の司
書やスタッフが地域内外の一般の人々と協同し
て企画運営に当たっている点である。従来の公
立図書館の枠に縛られず、まちづくりのイン
キュベーション・センターとして、あるいは
ショーケースとして、多角的な活動を展開して
おり、これからの文化施設のありかたや人的資
源の活用の可能性について学ぶところが大きい。
（3）ア・ラ・小布施
　1990年代に、第三セクターのまちづくり会社
として設立され、以来、小布施の顔として、ガ
イドセンター、宿泊施設、特産品の物販等、地
域と外とをつなぐ窓口として多様な活動を行っ
てきた。2003年には駅舎に隣接してコミュニ
ティスペースを開設し、高齢者のサポートやボ
ランティア活動、文化イベント等の拠点として
活用している。そうした活動を通じて、小布施
町内外の人的ネットワークのハブとして、極め
て重要な役割を果たしている。
　小布施町では、引き続きまちづくり・ひとづ
くりを推進するとともに、農業、観光、街並み
整備等においてこれまで培ってきたノウハウ
を、他地域にもより広く伝えていこうとする動
きも始まっている。もとより同町で実施されて
きた施策の特徴として、外からの人材や情報を
柔軟に受け入れ、積極的に新たな試みに取り組
んできたことが挙げられる。そうした姿勢その
ものが、地域の文化創造を担う人材づくりとい
う点で非常に参考となる。今後学生の実習先と
しての可能性も視野に入れつつ、注目していき
たい。	 （荒川	裕子）
今後の課題
プログラム定着、既存資格との接続の検討、
学会・協会との共同認定の検討
　本報告書から次のことが言える。
①現在、旧来の行政区分に従って縦割りになっ
ている地域学習に関する専門職の守備範囲だ
けでは、総合的に取り組まれている地域学習
の実践、あるいは地域学習の総合的取り組み
へのニーズに対応しきれないこと。
②また、それらの専門職を視野に入れながら、
総合的な地域学習をコーディネートする現場
の専門家が求められていること。
③これらが、現在、地域を基盤とする学習活動
にかかわる人々の間で、共通の認識になりつ
つあること。
④そして昨年度から始まったこのプログラム
は、私たちの予想を超えた多くの学生たちの
履修登録と実習への熱心な取り組みを実現し
ている。
　それゆえ、この現実と新たな専門性を持つ人
材の養成に応えようとする、法政大学の地域学
習支援士養成の取り組みは、文部科学省生涯学
習局社会教育課や日本社会教育学会からも注目
されている。これらの点から、この資格認定プ
ログラムは時宜にかなったものといえる。これ
を前提に、今後の課題について述べる。
（1）キャリアデザイン学部のプログラムとして
　　　　　　本プログラムを定着させること
　本プログラムの開設は2012年である。そこで、
今後３－４年で、本プログラムをキャリアデザ
イン学部プログラムとして定着させることが、
今後の課題の第１である。その際に、実習の時
間数と内容上の質について、実際のケースに基
づく研究が必要である。
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（2）「地域学習」にかかわる既存資格
との接続についての検討
　現在のところ、本プログラムは文部科学省が
管轄する地域学習に関する既存資格との接続を
要件としていない。しかし、看護師の基礎資格
の上に保健師と助産師があるように、社会教育
主事、図書館司書、博物館学芸員等の既存資格
との関連付けを行うことが、地域学習支援士の
資格を地域学習に関する「上級資格」にするた
めには、必要と思われる。そこで地域学習につ
いての文部科学省資格に加えて、厚生労働省資
格等を視野に入れて関連付けを図ること、その
ために地域学習にかかわる各省庁管轄、学会・
協会認定等の資格を洗い出し、それらの資格と
地域学習支援士との接続関係を検討することが
必要だろう。
（3）大学認定資格、学会認定資格との
関連を検討すること
　そのうえで、一定の方向性が出た場合には、
資格認定は、法政大学と諸学会・協会との共同
認定という形態に移行することもありうる。な
ぜならば、重要なことは地域における人々の学
習活動の総合的な展開を支援することであり、
そのための人材養成と研究を、社会に開かれた
形でリードすることで、それは、キャリアデザ
イン学部の重要なミッションの一つでもあるか
らである。また日本の社会教育主事をモデルに、
韓国で「生涯教育主事（平生教育主事）」資格
ができたように、本資格の国際的展開の可能性
もありうる。
（4）名称の修正がありうること
　そのような実践と研究が進む中で、現行の「地
域学習支援士」という名称が例えば、「地域学
習コーディネーター」というように変更される
ことはありうるだろう。	 （笹川	孝一）
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